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 ＜ポイント＞ 

●大阪市が保有する多数・多様な介護保険ビッグデータを解析 

●独居高齢者の新規要介護認定時の年齢は、男性 75.7 歳、女性 79.8 歳 

●独居であることが認知機能や生活機能の維持と関連 

 

 

＜概 要＞ 

大阪市立大学「福祉局ビッグデータ解析プロジェクトチーム」は、大阪市福祉局から依頼

を受け、市から提供された介護保険データビッグデータ分析を行い、分析結果を取りまとめ

ました。  

この研究は、本学が2017年2月に大阪市と締結した「健康寿命の延伸に関する包括連携協

定」に基づく事業の第一号として実施しました。大阪市では、最先端ICT都市の実現に向け

「大阪市ICT戦略」を策定し、そのなかで「積極的なデータ活用の促進」として、データ分

析に基づく効果的な施策の実施に向けた取り組み（ビッグデータ活用）を進めています。 

今回は、福祉局が取り組んでいる認知症施策への反映を目指して大阪市福祉局から提供を受

けた介護保険データを研究・分析しました。 

なお、本研究結果は、本日付で大阪市福祉局より公開されています。 

【URL】http://www.city.osaka.lg.jp/hodoshiryo/fukushi/0000452843.html 

 

＜研究の目的＞ 

このプロジェクトは、大阪市が保有するビッグデータを有効に活用し、データ分析に裏付けら

れた効果的な施策を実施することで、大阪市による市民サービスの向上と効果的な行政運営を行

うことを最終的な目的としています。 

今回の研究では、2007 年度から 2016 年度までの大阪市要介護認定情報に関するデータを活

用しました。対象期間に新規要介護認定を受けた高齢者は 196,140 人おられ、各々の認定時にお

ける特徴を独居／非独居、年齢・性別、介護保険料段階、介護サービス利用の状況、認知機能、

生活機能、施設入所の有無など多岐にわたるデータ項目を解析することにより、明らかにするこ

とを目指しました。特に、高齢者の独居が認知機能・生活機能の低下や死亡のリスクにどの程度

影響するか分析しました。 

 

＜研究の背景＞ 

大阪市の高齢者の特徴として、高齢者世帯のうち単身世帯が 42.4％（全国平均 27.3％）と半数

近く占めていること、認知機能が低下した高齢者の増加率が高齢者人口の増加率より高いことが

挙げられます。周囲の人々と交流が少ない独居高齢者は、認知機能の低下が早期に発見されず、

重度化した状態から介護給付等の対象になる可能性があります。また、独居高齢者に認知機能や

生活機能の低下がみられる場合、在宅生活の継続が困難になるため、速やかな認知症対策・介護

予防を講じる必要があります。 

 

 

要介護認定を受けた高齢者の特徴が明らかに 

プレスリリース 

大阪市の 10年間累計約 20 万人分のビッグデータを解析 

http://www.city.osaka.lg.jp/hodoshiryo/fukushi/0000452843.html


＜研究の結果＞ 

今回の分析結果より、大阪市の高齢者が新規に要介護認定を受けた時点では、男性の独居高齢

者は女性の独居高齢者に比べて、年齢が若い特徴がみられました。また、独居高齢者であること

は認知機能や生活機能の維持と関連しており、認知機能・生活機能を維持しているため独居を継

続している可能性や独居者は機能低下の前に生活上のニーズから要介護認定を受けている可能性

が考えられます。独居高齢者と非独居高齢者の生存率には男女とも違いはみられませんでした。 

なお，今回の分析では独居を大阪市の賦課情報により世帯人員を定義しましたが，独居高齢者

の生活背景は多様であり、より具体的な対策を講じるためには家族構成や他者との交流状況を踏

まえた解析が必要と考えられます。 

 

＜大阪市立大学福祉局ビッグデータ解析プロジェクトチームについて＞ 

上記の連携協定締結とともに、さまざまな専門分野の教員から成るプロジェクトチームを設置

し、2017 年度、大阪市福祉局より「認知機能低下を含む要介護状態の重度化防止及び介護予防

のための介護保険データの解析研究業務委託」の委託を受け、分析を実施しました。 

 （プロジェクトチーム メンバー） 

看護学研究科 河野あゆみ教授  

医学研究科 

（医療統計学分野） 

新谷歩教授、斯波将次准教授、吉田寿子特任准教授、 

石原拓磨特任助教 

経済学研究科 松本淳教授 、岡澤亮介准教授 、小川亮准教授 

都市経営研究科 水上啓吾准教授 

 

      

河野 あゆみ（こうのあゆみ）（在宅看護学 教授） 
 

千葉大学看護学部卒業後、看護師等の勤務後。東京大学大学院医学系研

究科博士課程修了。東京医科歯科大学、米国 UCLA等を経て、2006年よ

り現職。研究テーマは高齢者の介護予防や地域見守りである。放送大学客

員教授の他、在宅看護の教科書等の執筆を行い、在宅看護基礎教育にも

力を入れている。大阪府下の複数の自治体にて地域福祉計画、介護保険

計画等の策定や評価に関わり、在宅ケア推進のための地域貢献に寄与して

いる。 

 

新谷 歩（しんたに あゆみ）（医療統計学 教授） 
 

米国イェール大学博士課程終了後、ヴァンダービルト大学、大阪大学を経

て、2016年より現職。主な専門は ICU におけるせん妄研究、糖尿病、リウ

マチ、癌、感染症、腎臓病など多分野にわたる臨床データの統計解析。臨

床研究ジャーナルに多数の論文（約 200篇）を執筆。著書に「今日から使え

る医療統計」、「みんなの医療統計」がある。最近では米国 NIH推奨の電子

データ集積システム REDCap の日本への普及に尽力している。 

 

＜今後の展開について＞  

 今回の解析により大阪市全体の特徴は明らかになりましたが、区によって高齢者の独居状況や

生活特性が異なる可能性があり、今後これらを考慮した詳細な解析が必要と考えられます。 

また、経済学の視点からも追加解析を行う予定です。例えば、日本の介護保険制度の特性・変

遷に注目して、介護保険制度が提供するサービスが人々の健康状態に与える影響の推定およびそ

の経済的影響を分析するために、介護サービスに対する人々の需要行動を分析し、需要の価格弾

力性等の推定を行うことなどを考えています。 

 

【本件に関するお問合せ先】 

 大阪市立大学 知と健康のグローカル拠点事業統括室 

   TEL：06－6605－2012 


